
公共施設等売買契約書（案） 
 

府中市（以下、｢甲｣という。）と●●1（以下、｢乙｣という。）は、市立教育センター跡地活

用事業（以下、｢本事業｣という。）における別紙１記載の区分所有建物を含む公共施設等に

ついて、下記条項による公共施設等売買契約（以下、｢本売買契約｣という。）を締結する。

なお、本売買契約において用いられる用語は、本売買契約で別途定められた場合を除き、甲

と●との間の●年●月●日付市立教育センター跡地活用事業 事業契約書（以下、｢本事業契

約｣という。）に定めるところによる。なお、甲と乙は、(1)本書は仮契約であって、本売買

契約の締結につき府中市議会の議決を得たときに本契約として成立すること、(2)●年●月●

日までに、府中市議会で可決されず本契約として成立しないときは、この仮契約は当然に無

効となること、また、(3)この仮契約が当然に無効となることにより、これにより乙に生ずる

いかなる損害についても甲はその責めを負わないことをここに確認する。 

 

第１条（売買の目的物件と売買代金） 

１ 乙は、別紙１（物件目録）第１項記載の公共施設等及びその敷地権としての転借地権

（以下、｢本物件｣という。）並びに第２項記載の附属施設、附帯設備、植栽、その他雑

工作物等を甲に売り渡し、甲はこれを買い受ける。 

２ 本物件の売買代金は、別紙２（本件売買代金額）第１項記載の基準売買価格を基準とし

て、同別紙第２項の規定に従った調整を経て算出される金額（消費税を含み、以下、

｢本件売買代金額｣という。）とする。 

３ 乙は、本売買契約の締結と同時に、本件売買代金額の１０％以上の額の契約保証金を

甲に納付しなければならない。本件売買代金額に変更があった場合には、甲は、契約保

証金の額が変更後の本件売買代金額の１０％に達するまで乙に契約保証金の額の増額

を請求することができる。 

 

第２条（付着権利等の除去） 

乙は、本物件に関し、質権・先取特権その他形式の如何を問わず乙の権利の完全な行使を

阻害する負担がある場合には、本売買契約第４条の本物件の所有権移転前に全てこれを除

去する。 

 

第３条（譲受人の承諾事項） 

乙は、本物件の取得及び使用に影響を及ぼす行為をしようとするときは、あらかじめ、

甲の書面による承諾を得なければならない。 

 

第４条（本物件の所有権の移転、地位の承継） 

１ 公共施設等引渡予定日において、甲は、第６条の停止条件の成就を確認の上、本物件の

引渡しを受ける。 

２ 本物件の所有権は、前項に基づく本物件の引渡しと引き換えに乙から甲へ移転する。 

３ 甲は、公共施設等引渡予定日後速やかに、公共施設等の甲名義の保存登記又は所有権移転

登記を行う。 

４ 第２項の規定により甲がその所有権を取得した別紙１（物件目録）第２項に表示する

附属施設、附帯設備、植栽、その他雑工作物等は、甲と他の所有者との共有物（以下、

 
1 応募者グループの体制に応じて、本契約書（案）における｢乙｣の記載は、それぞれ調整される。 
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｢共有物｣という。）とする。 

５ 共有物に係る甲の持分割合は、別紙１（物件目録）第２項に記載するとおりとする。 

 

第５条（本件売買代金額の支払い等） 

甲は、前条第１項に基づく本物件の引渡しの完了後、本件売買代金額全額を甲の指定す

る様式による乙発行の請求書の受領後３０日以内に一括して、甲の公金取扱金融機関に

開設された乙が指定する乙名義の口座に振り込む方法により支払うとともに第１条第３

項に基づき納付された契約保証金相当額（但し、本売買契約の規定に従い違約金の支払

に充当された額及びその他の甲の乙に対する債権と対当額で相殺された返還請求権相当

額を控除する。）を本件売買代金額の支払と同一の方法及び期限により乙に返還するも

のとする。 

 

第６条（本物件の引渡しの条件） 

第４条に定める本物件の所有権の移転は、公共施設等引渡予定日までに次に掲げる諸条件

が全て充足されていることを条件とする。ただし、甲は、これらの条件が成就しない場合

であっても、乙に通知して、本物件の引渡しを受けることができる。 

(1) 本施設について完工確認の手続（本事業契約第３１条乃至第３３条に定める手続を含

むがこれらに限られない。）が完了していること。 

(2) 次条に述べられている乙の表明及び保証が、本売買契約締結日及び公共施設等引渡予

定日において表明及び保証された時点の事実関係に照らして真実かつ正確であるこ

と。 

(3) 乙が、本事業契約及び本売買契約により履行又は遵守が求められる一切の義務をその

重要な点において履行し、遵守していること。 

(4) 本売買契約が有効に締結され、かつ存続していること。 

(5) 本売買契約について、債務不履行事由（通知若しくは時の経過又はその双方により債

務不履行となる事由を含む。）、解約事由、解除事由（通知若しくは時の経過又はそ

の双方により解除事由となる事由を含む。）、取消事由又は無効事由が存しないこと。 

 

第７条（乙の表明及び保証） 

１ 乙は、本売買契約の締結日及び公共施設等引渡予定日において、以下の事項を表明及び保

証する。 

(1) 乙は、日本法に準拠して適法に設立され、かつ現在有効に存続する株式会社であるこ

と。 

(2) 乙による本売買契約の締結及び履行並びにそれに基づく取引は、乙の会社の目的の範

囲内の行為であり、乙はこれらについて法令等並びに定款及びその他社内規則におい

て必要とされる全ての手続を完了していること。 

(3) 本売買契約に署名又は記名捺印する者は、法令等及び定款その他の社内規則で必要と

される手続に基づき、乙を代表して本売買契約に署名又は記名捺印する権限を付与さ

れていること。 

(4) 本売買契約は、乙に対して適法で有効な拘束力を有し、その各条項に従い執行可能な

ものであること。 

(5) 乙による本売買契約の締結及び履行並びにそれに基づく取引は、（a）乙を拘束する法

令等に反することはなく、（b）乙の定款その他の社内規則に反することはなく、ま

た、（c）乙を当事者とする、又は乙若しくはその財産を拘束する第三者との契約に反

するものではないこと。 



(6) 乙は、本売買契約の締結及び履行のために必要とされる行政機関等からの許認可等の

取得、行政機関等に対する報告・届出等その他法令等上の手続を、全て法令等の規定

に従い、適法かつ有効に履践済みである。 

(7) 乙は、本事業に関して甲に提供する設計技術、工法その他のノウハウ及びそれらの成

果物、資料その他の情報が、第三者の特許権、実用新案権、商標権、意匠権、著作権、

営業秘密その他の知的財産権を侵害しておらず、過去に侵害した事実もなく、また、

侵害しているとの主張を第三者から受けておらず、そのおそれもないこと。 

(8) 本事業に関連して乙が甲に対して提出した提案書等その他の全ての書類に記載され

た事実は、その開示又は提出時点において、全ての重要な点について真実かつ正確で

あり、本売買契約上の乙の義務の履行に悪影響を及ぼす事項についての記載漏れがな

く、かつ誤解を生じさせる記載を含まないこと。上記書類の提出日以後、当該予測に

重大な悪影響を及ぼす事実は発生していないこと。 

(9) 本事業の遂行又は乙に重大な悪影響を及ぼす税金又は公租公課の不払いは存在しな

いこと。 

(10) 乙が作成する計算書類等は、日本国において一般に公正妥当と認められている会計

基準に照らして正確で、かつ適法に作成されていること。 

(11) 乙について、破産、民事再生、会社更生、特別清算その他の倒産手続若しくはその

申立、差押、仮差押、仮処分その他の処分又は本売買契約の締結若しくは本売買契約

に基づく義務の履行を妨げる手続は行われておらず、その原因となる事実又は事由も

存しないこと。また、乙は支払不能又は支払停止の状態にないこと。 

(12) 乙に関して、本売買契約上の義務の履行に重大な悪影響を及ぼす、又は及ぼす可能

性のあるいかなる訴訟、仲裁、行政手続その他の紛争も開始されておらず、又は開始

されるおそれのないこと。 

２ 前項に定める乙の表明及び保証に関し不実があり又は不正確であったことが判明した場

合、乙は直ちに甲に対してその旨を書面により通知しなければならない。また、乙の前項

の表明及び保証に関し不実があり又は不正確であったことに起因又は関連して、甲が、損

害、損失又は費用（第三者からの請求の結果として生じるものか否かを問わず、弁護士費

用も含む。）を被った場合、乙はこれらを賠償又は補償しなければならない。 

 

第８条（善管注意義務） 

乙は、本物件の引渡しの日まで、本物件の維持に努め、善良なる管理者の注意をもって、こ

れを管理保存しなければならない。 

 

第９条（事前使用等） 

甲は、本物件の引渡し前において、本物件について、一部使用、調査、内装工事等を行

うことができ、細部については、別途、甲乙協議して定める。 

 

第１０条（危険負担） 

本売買契約の締結日から本物件の引渡しの日までの間に、甲及び乙の責めに帰することの

できない理由により本物件が滅失又は毀損した場合は、その損失は乙の負担とし、本売買

契約の取扱いは、次の各号による。ただし、この場合、甲は乙に対し損害賠償の請求を行

わない。 

(1) 滅失の場合は、甲及び乙は本売買契約を解除し、乙は滅失時において受領済代金があ

る場合、その全額を無利息にて甲に返還する。 

(2) 毀損の場合は、乙は乙の負担において本物件を当初の設定どおり修復して甲に引渡し、



修復に要する期間を限度として期限が延期されることについて、甲乙協議のうえ決定

する。 

 

第１１条（契約不適合責任） 

１ 甲は、本物件の引渡し後、本物件に契約不適合があることが判明したときは、速やかに乙

へ通知した上、乙に対して相当の期間を定めて当該契約不適合の修補を請求し、又は修補

に代え、若しくは修補とともに合理的な範囲の損害の賠償を請求することができる。 

２ 前項による乙に対する契約不適合の修補又は損害賠償の請求は、本物件の引渡しの日か

ら２年以内に行わなければならない。ただし、乙が当該契約不適合を知っていた場合、そ

の契約不適合が乙の故意若しくは重大な過失により生じた場合、又は構造耐力上主要な

部分若しくは雨水の侵入を防止する部分（住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１

１年法律第８１号）第９４条第１項）について生じた場合（構造耐力上又は雨水の浸入に

影響のないものを除く。）には、当該請求を行うことのできる期間は、本物件の引渡しの

日から１０年間とする。 

３ 甲は、本物件が前項の契約不適合により滅失又は毀損したときは、前項に規定する期間内

に、甲がその滅失又は毀損を知った日から１年以内に前項の権利を行使しなければなら

ない。甲は、本物件に契約不適合があることを知りながら乙への通知を速やかに行わなか

ったときは、前項の規定にかかわらず、第１項の請求を行うことができない。 

４ 前項にかかわらず、引渡日以後甲の責めに帰すべき事由又は天災地変その他不可抗力に

より生じた毀損・滅失については、乙はその責めを負わない。 

５ 本物件に契約不適合があることにより、本売買契約の目的を達せられないときは、甲は、

本売買契約を解除することができる。 

６ 甲が前項に基づき本売買契約を解除し、甲に損害がある場合には、甲は、乙に対し損害賠

償を請求することができる。 

 

第１２条（登記費用等の負担） 

１ 本売買契約証書作成に要する印紙等の費用は各自が負担する。 

２ 本物件の取得に伴う所有権移転の登記の費用は甲の負担とする。 

 

第１３条（契約の解除） 

１ 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、本売買契約を解除することができる。ただ

し、第４号に該当するときであって甲乙間で協議のうえ双方の合意が得られている場合

はこの限りではない。 

(1) 乙が本売買契約に定める義務を履行せず、又は履行する見込みがないと甲が判断した

とき 

(2) 前項に定めるほか、乙が本売買契約の条項に違反したとき（第１１条第５項の場合を

除く。） 

(3) 乙の表明及び保証に関し不実があり又は不正確であったことが判明したとき 

(4) 本事業契約が解除されたとき。 

２ 甲が前項に基づき本売買契約を解除した場合には、乙は本件売買代金額の１０％に相当

する額を違約金として甲の指定する期間内に支払うとともに、甲に生じた違約金を超え

る損害（もしあれば）を賠償するものとする。但し、前項第(4)号の場合であって、本事

業契約の解除が甲の責めに帰すべき事由による場合は、この限りでない。 

 

第１４条（損害賠償請求等） 



１ 甲は、第１１条及び前条第２項に定めるほか、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、

これによって生じた損害の賠償を請求することができる。 

(1) 乙の責めに帰すべき事由により、公共施設等引渡予定日に本物件の引渡しができない

とき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、乙が本売買契約に基づく債務の本旨に従った履行をしない

とき又は債務の履行が不能であるとき。 

２ 前項第(1)号に該当し、甲が乙に損害の賠償を請求する場合の請求額は、本件売買代金額

について、遅延日数に応じて、政府契約の支払い遅延防止等に関する法律（昭和２４年第

法律２５６号）第８条第1項の規定に基づき定められ公共施設等引渡予定日に適用される

政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率と同一の割合で計算した額とする。 

３ 前条第２項又は前項の場合においては、甲は、第１条第３項の規定により納付された契約

保証金をもって、同項の違約金に充当することができる。 

４ 乙は、第５条の規定による本件売買代金額の支払いが遅れた場合においては、乙は未受領

金額について、遅延日数に応じて、政府契約の支払い遅延防止等に関する法律（昭和２４

年第法律２５６号）第８条第１項の規定に基づき定められ未受領金額の支払期限に適用

される政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率と同一の割合で計算した額の遅延利息

の支払いを甲に請求することができる。 

 

第１５条（譲渡禁止） 

甲及び乙は、本売買契約に基づく全ての権利義務及び契約上の地位について、相手方当事

者の事前の書面による同意なくして、第三者に対してこれらの譲渡、質入れ又はその他の

処分を行ってはならない。 

 

第１６条（準拠法及び合意管轄） 

１ 本売買契約は日本法に準拠し、これに従い解釈される。 

２ 本売買契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とする。 

 

第１７条（契約に定めのない事項の処理） 

本売買契約に別段の定めがない事項については、民法その他の法令の規定及び取引慣行に

従う。 

 

[以下本頁余白] 



以上を証するため、甲及び乙は本売買契約書を2通作成し、それぞれ記名押印の上、

各1通を保有する。 

 

 

令和●年●月●日 

 

 

 

 

甲： 

 

 

 

 

 

乙： 



別紙１ （物件目録） 

 

（一棟の建物の表示） 

 所在 ○○▲丁目○番地○ 

 建物の名称 ○○○○ 

 

（専有部分の建物の表示） 

 家屋番号 ○○▲丁目○番○の○ 

 建物の名称 ○○○ 

 種類 〇〇 

 構造 〇〇〇 

 床面積 ○階部分 ○○．○○平方メートル 

 

（敷地権の目的たる土地の表示） 

 土地の符号 1 

 所在及び地番 ○○▲丁目○番○ 

 地目 〇〇 

 地積 ○○○．○○平方メートル 

 

（敷地権の表示） 

 土地の符号 1 

 敷地権の種類 〇〇 

 敷地権の割合 ○○○○○分の○○○ 

 共有者 ○○○○ 持分○○分の○ 

 共有者 ○○×× 持分○○分の○ 

 



別紙２ （本件売買代金額） 

 

１． 本物件の基準売買価格（注：事業提案記載の金額による。） 

 

基準売買価格（税込） ●円 

（内訳）  

基準売買価格（税抜） ●円 

 消費税の額 ●円 

  

基準売買価格の内訳  

 建築設計費 ●円 

 工事監理費 ●円 

 建設工事費 ●円 

 諸経費 ●円 

  



２． 本件売買代金額の改定方法 

① 物価変動に基づく改定 

ア 対象となる費用 

第１項「本物件の基準売買価格」に記載された、建設工事費を対象とする。 

イ 改定方法 

提案書提出期限の属する月の指標値と本物件にかかる建設工事着工日の属する月の前3か

月分の指標とを比較し、1.5％以上の変動（消費税率等の税率の変更による影響を除く。）

がある場合は、甲及び乙は、物価変動に基づく改定の申し入れを行うことができ、その変

動の割合に応じて改定を行うものとする。 

本号に基づく費用の改定の請求及び協議は、本物件にかかる建設工事着工日の属する月以

後3か月以内に行うものとする。なお、1円未満の部分は切り捨てる。 

改定を行う場合の計算方法は、建設工事費に対し、一般財団法人建設物価調査会が公表す

る建設物価建築費指数の内「構造別平均（RC）」の変更率を乗じて計算する。 

 

１） RCn／Qn ＞ RCr／Qr の場合 

Pn = Pr ×  RCn／Qn  ― 1.5％ 

RCr /Qr 

 

２） RCn／Qn ＜ RCr／Qr の場合 

Pn = Pr ×  RCn／Qn  ＋ 1.5％ 

RCr /Qr 

 

※ 上記１） 、２） のいずれも、  

 

 RCn／Qn   －１  ＞ 1.5％ 

 RCr /Qr 

 

となる場合に限る。 

 

Pn： 改定後の建設工事費 

Pr： 提案時の建設工事費 

RCn：令和 n 年 x 月（建設工事着工日の属する月）の前３カ月分の指標（平均値） 

※ 例 建設工事着工日が令和８年４月○日の場合、平成８年２月から令和８年４月ま

での３カ月分の平均値 

RCr： 提案書提出期限が属する月（令和７年９月）の指標 

Qn：１＋令和 n 年 x 月の消費税等の税率 

Qr：１＋公募時の消費税等の税率 

 

  



② 仕様変更に基づく改定 

甲又は乙のいずれかの要望により、本物件につき、仕様変更等が生じる場合、本件売買代金

額を改定することができる。その場合の改定手続は次のとおりとする。 

ア金額改定の協議に当たっては、乙が甲に提出する基本設計もしくは実施設計完了時の内

訳書の単価をもとに変更額を算定すること。設計が完了していない等の場合には、別

途それに代わる内訳書を提出し、その単価をもとに変更額を算定すること。 

イ 乙が甲に提出した内訳書に記載されていない単価については、刊行物（建設物価、積

算資料、施工単価、建築コスト）のうち最低価格を採用すること。また、刊行物に掲

載されてない場合は、甲が取得した見積り（3社分）のうち最低価格を採用すること。 

ウ 見積り取得のために必要となる図面や施工条件などの資料は乙が作成し、甲に提出す

ること。 

エ 本事業契約締結後に発生する設計変更の協議等に際して、甲が必要と認めるときは、

「細目」までの工事内訳書を乙が甲に提出すること。 


